
令和6年度の主な事業

重点施策1
安心して子育てができる環境と

支援体制の整備
待機児童対策　保育士定着化・確保

　メンタルヘルス相談や園管理職のマネジメント研修
を引き続き実施するとともに、補助金や手当などの支援
を拡充するほか、新たに保育ソーシャルワーカーを配置
し、保育士定着化・確保に取り組みます。

拡
充

　もりやま手当金
4,412万円

　法人保育園などの保育士に対し、年間最大20万円を園
を通じて月々の給料に上乗せして支給します。

保育幼稚園課

拡
充

　新規採用保育士等臨時給付金
410万円

　法人保育園などの新規採用者に対し、最大50万円を給
付します（1年間勤務10万円、３年間勤務20万円、就労後1ヵ
月以内に移住20万円）。

保育幼稚園課

拡
充

　保育士等奨学金返還支援事業費補助金
336万円

　市内の保育園などで働く保育士の奨学金の返還を支援し
ます〔1～３年目24万円、4～６年目12万円（６年合計108万
円）〕。

保育幼稚園課

継
続

　低年齢児保育事業
1億44万円

　より質の高い保育の実現に向けて、国の配置基準を
上回る保育士を配置します。

保育幼稚園課

継
続

　保育士等保育料補助金
942万円

　育児休業からの復帰や潜在保育士の就業支援のため、
市内の保育所などに勤務する保育士の子の保育料を半額
補助します。

保育幼稚園課

継
続

　宿舎借り上げ支援事業費補助金
640万円

　宿舎として賃貸物件を借り上げた場合、賃料を一部補助
します。

保育幼稚園課

継
続

　保育士等確保インセンティブ交付金
1,270万円

　採用1人につき20万円（３人目以降３0万円）、紹介手数
料を半額補助します（上限50万円）。

保育幼稚園課

継
続

　保育士等確保事業費補助金
500万円

　採用活動に係る経費を補助します（上限50万円）。
保育幼稚園課

待機児童対策　園整備
　保育園2園を開園するほか、事業所内保育所を拡充す
る事業者を支援します。さらなる受け皿整備として、令
和7年度開園に向けて小規模保育園を整備するほか、令
和8年度開園に向けて乳児保育園1園と保育園1園を整
備するべく、事業者の募集を早急に進めます。

4月に開園する2園
・よしみ乳児保育園
　指定管理者：洛和福祉会
　所在地：吉身二丁目地先
　定員：55人
・フェリーチェ今宿保育園
　運営者：NPO法人�フェリーチェ
　所在地：今宿四丁目地先
　定員：19人

こども政策課、保育幼稚園課

新
規

　事業所内保育所支援
150万円

　園児受け入れに必要な備品購入費を補助します。
こども政策課

　「つながりで切り拓く『守山の新時代』！」を基本方針に掲げ、第5次総合計画に掲げる50年先の『豊かな田園都市の実
現』に向け、「安心して子育てができる環境と支援体制の整備」「守山の将来像の議論・検討～長期ビジョンの策定」「企
業の誘致・連携による地域の活性化」「わたSHIGA輝く国スポ・障スポ2025開催に向けた着実な準備」を重点施策と
して取り組みます。� （予算額は、1万円未満を切り捨てて記載）

不登校対策事業　
魅力ある学校づくりと学校外支援の充実
　コロナ前と比べて2倍以上となっている不登校の子
どもたちへの支援を充実します。不登校児童・生徒と保
護者支援の基幹センターとして、教育支援センターを設
置するほか、子どもの将来的な社会的自立に向けた学び
を支援します。

新
規

　校内教育支援センター（SSR）の設置
441万円

　クラスに入りづらい児童・生徒が校内で安心して過ごせ
る居場所を確保するため、モデル校３校で、教員の配置や、
やすらぎ支援相談員の勤務日数の増加、備品整備を行い
ます。

学校教育課

新
規

　フリースクール等利用児童生徒支援
　補助金・県実態調査に対する協力金

240万円
　フリースクールなどを利用する児童生徒の保護者に対し、
補助金などを交付します。

学校教育課

拡
充

　児童・生徒支援室（くすのき教室）の充実
762万円

教育研究所

拡
充

　こどもの居場所・学習支援事業
300万円

　家庭や学校に居場所を感じられない児童などに対し、居
場所づくりや学習支援などを行います。

こども家庭相談課

拡
充

　スクールソーシャルワーカー、
　保育ソーシャルワーカーの配置

1,583万円

保育幼稚園課、学校教育課

継
続

　メンタルヘルス予防教育
183万円

　児童・生徒がさまざまな困難や問題に直面した際に、
その対処方法を身につけることができるよう、メンタ
ルヘルス予防教育を実施します。

学校教育課
子育て環境の充実

　市役所内に「守山市こども家庭センター」を設置し、す
べての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援
を行います。

新
規

　子育て支援拠点施設の整備
530万円

　利便性の高いJR守山駅周辺商業施設内に、気軽に立ち
寄れ、子育て相談や子育て世帯同士の交流ができる子育
て支援拠点施設を整備します。

こども政策課

新
規

　保育園などでの給食主食提供、
　幼稚園での給食開始

473万円
　公立保育園などで4月から主食の提供を開始します。ま
た、令和7年4月からの公立幼稚園での給食提供の実施に
向け、配膳室の設計を行います。

保育幼稚園課

新
規

　園の安全対策
3,069万円

　公立保育園・こども園・幼稚園に新たに防犯カメラを設
置、フェンスのかさ上げ、門扉改修、電子錠設置などを行
います。

保育幼稚園課

拡
充

　児童クラブの安定運営と質の向上
2億8,189万円

　大規模児童クラブの支援員を増員するための運営費を
増額するとともに、児童数20人以上の児童クラブを対象
に、運営事務などに係る人件費を加算します。また、民設
児童クラブ整備のための補助金を拡充します。

こども政策課

よしみ乳児保育園

　くすのき教室の支援
員を増員し週5日開室
するほか、備品購入に
より教室環境を整え、
児童・生徒が安心して
過ごすことができる環
境づくりを行います。

　子どもや家庭が
抱える課題に対し
て、関係機関と連
携・調整を行いま
す。
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重点施策2
守山の将来像の議論・検討

〜長期ビジョンの策定
新
規

　守山市長期ビジョン2035策定業務
660万円

　ひと、自然、びわ湖、みんなが幸せなサステナブルなま
ちをめざし、10年先の守山の将来像や方向性を描く「守
山市長期ビジョン20３5」を、将来人口の詳細予測を行い、
策定します。

企画政策課

新
規

　市民交流ゾーン土地利用誘導検討業務
300万円

　市民交流ゾーンの中心に大型商業施設が立地すること
を踏まえ、より良い土地利用の誘導方針を検討するため調
査・検証を行います。

都市計画・交通政策課

継
続

　JR守山駅東口あり方検討業務
2,752万円

　線路をまたぐ東西移動の手法などJR守山駅周辺の調査
検討をはじめ、東西の一体的活性化を検討します。

都市計画・交通政策課

重点施策3
企業の誘致・連携による

地域の活性化
　新たな企業誘致や既存企業の市外移転防止などの観点
から、笠原産業用地造成を進めるほか、株式会社村田製
作所と締結した「企業立地に関する基本協定書」に基づき、
地域貢献の具体化に向け検討します。また、既存市内企業
やスタートアップ企業などとの連携に関するワンストップ
窓口の設置など、企業との連携や起業・創業支援に取り
組みます。

新
規

　実証実験プロジェクト事業補助金
500万円

　市内外の起業家や企業などによる、本市をフィールドとし
た地域や社会の課題解決、市民サービスの向上につながる
実証実験に対する支援を行います。
補助率：３分の2　
上限額：100万円

商工観光課

継
続

　地域振興事業（ソフト事業）
1,027万円

　地方創生総合戦略に基づき、自転車や琵琶湖周辺資源
を活用した観光振興、地域内の自転車活用に取り組むほ
か、起業・創業の支援、起業家や企業との官民連携の推
進に取り組みます。

商工観光課

重点施策4
わたSHIGA輝く国スポ・障スポ2025

開催に向けた着実な準備
新
規

　リハーサル大会開催
8,600万円

　9月～11月にソフトボール、バレーボール、サッカー、軟
式野球のリハーサル大会を開催します。

スポーツ振興課

継
続

　国スポ・障スポ大会施設整備事業
1億8,917万円

　大会会場となる市民体育館などの施設改修を行います。
・市民体育館�大アリーナ�床張替改修工事・LED照明改修工事
・市民体育館�多目的アリーナ�床張替改修工事
・市民体育館�排水施設整備工事�など

スポーツ振興課

継
続

　トップアスリート交流事業
165万円

　小学生を対象としたサッカーと野球の教室を開催し、トッ
プアスリートとの交流を通じて、将来のアスリートの育成と「わ
たSHIGA輝く国スポ・障スポ2025」に向けた機運を高めま
す。

スポーツ振興課

柱1
子育てするなら守山！

拡
充

　子ども医療費助成・児童手当の拡充
19億9,974万円

　4月から、医療費助成の対象を高校生世代まで拡充しま
す。また、10月分から児童手当の所得制限を撤廃し、対
象を高校生年代まで拡大し、第３子以降の額を倍増するな
ど、児童手当を拡充します。

国保年金課、こども家庭相談課

拡
充

　妊娠・出産支援
1億3,764万円

　伴走型の相談支援に加えて経済的支援を行うことで、す
べての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てに臨め
るよう支援します。
・出産・子育て応援事業
　�妊娠期からの相談に加え、妊娠届出時と出生後にそれ
ぞれ5万円を給付します。
・妊婦健診基本受診料助成事業
　�妊婦健康診査に係る費用助成額を増額し、経済的負担
の軽減を図ります。
　助成額：�基本受診券�1回当たり上限�5,000円
　　　　　（1,700円増）×14回
・産婦健康診査助成事業
　�産婦健康診査に係る費用助成を行い、産後うつの予防
などを図ります。
　助成額：1回当たり上限5,000円×2回

母子保健課

柱2
住むなら守山！

新
規

　介護予防支援事業インセンティブ交付金
738万円

　介護予防支援を積極的に取り組む居宅介護支援事業所
に対し、交付金を交付します。
担当数に応じた加算：500円～4,500円/件
状態の維持・改善に対する加算：1,000円/件

地域包括支援センター

新
規

　計画相談員就職支援事業
45万円

　相談支援専門員によるサービス等利用計画の作成を促
進するため、計画相談支援事業所へ新たに就職する人を対
象とし、補助金を交付します。

障害福祉課

拡
充

　地域包括支援センターの機能強化
1億3,181万円

　各圏域センターの認知症地域支援推進員・事務員を増員
するほか、ICTの導入により相談支援体制の強化・充実を図
ります。

地域包括支援センター

拡
充

　障害者入所施設および
　グループホーム職員就職支援事業

75万円
　福祉事業所の職員不足解消を図るため、入所施設に加
え、新たにグループホームへ就職する人も対象とし、補助
金を交付します。

障害福祉課

継
続

　障害福祉サービスの充実
16億9,245万円

　障害者総合支援法に基づく生活介護やグループホームな
どの障害福祉サービスの給付を行います。

障害福祉課

継
続

　障害児通所サービスの充実
6億5,213万円

　児童福祉法に基づく児童発達支援や放課後等デイサー
ビスなどの障害児通所サービスの給付を行います。

障害福祉課
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継
続

　モリヤマメロンパッケージ支援補助金
441万円

　安心して就農できる環
境を目指して、モリヤマメ
ロンを専作しようとする新
規就農者などが就農後３
年間に必要な経費などを
補助します。
上限額：３47万円/年

農政課

継
続

　農業・漁業への支援
1,023万円

・モリヤマメロン生産施設整備事業補助金
　�既存生産者の栽培面積の拡張に必要な経費を補助し
ます。
　補助率：50％　上限額：125万円/棟
・�守山産野菜新規就農者育成支援事業費補助金
　�モリヤマメロンの裏作として栽培している野菜を、トレー
ニングハウスなどで生産した場合、必要な経費を補助し
ます。
　補助率：50％　上限額：50万円�
・漁業の振興支援
　�琵琶湖産魚介類の消費拡大を促進するため、市内漁業
協同組合が実施する湖魚のPＲ事業（湖魚直売会、鮒

ふな

ず
し講習会など）の経費を支援します。
・地域計画の策定
　�地域農業の維持・促進のため、地域の農業者などの話
し合いに基づき、誰が・どこの農地で・どんな作物を・
どのように栽培するのか、おおむね10年後を見据えた
将来の計画（地域計画）を策定するとともに、地域での
話し合いの経費を支援します。

農政課

柱4
市民が主役の守山！

新
規

　ホタルの自生に向けた調査・検討
34万円

　ホタルが自生できる水辺環境の拡大に向けた生息環境
などを調査します。

環境政策課

新
規

　清掃ボランティア用ごみ集積所の設置
33万円

　ボランティア清掃活動で回収したごみをいつでも出して
いただけるよう、エコパーク内に専用のごみ集積所を設置
します。

ごみ減量推進課

拡
充

　家庭・中小企業などにおける
　再エネ・省エネの促進

3,500万円
　「家庭用再エネ・省エネ設備等導入促進補助金」や「中小
企業等再エネ・省エネ設備等導入促進補助金」により、個
人・事業者に導入費用を補助します。

環境政策課

継
続

　環境学習の充実
944万円

　事業者と連携した環境
学習、フィールドワーク、エ
コフェスタなど、さまざまな
環境学習を実施します。

環境政策課

拡
充

　自治体DXの推進
3,195万円

　「すべての手続きがスマホで完結」を目指す第一歩として、
公式LINEの導入、行政手続きのオンライン化、キャッシュ
レス決済に取り組みます。また、高齢者などスマホに不慣
れな人がデジタルに係る「お困りごと」について気軽に相談
できる体制を各地区会館に構築するとともに、高度な問い
合わせにも対応する「デジタルよろず相談所」をＩＣＴ政策
課内に設け、市民に寄り添った温かい丁寧なサポートを行
い、市民誰もが実感できるＤＸの推進を図ります。

ICT政策課、市民協働課

拡
充

　「わ」で輝く自治会応援報償事業
2,000万円

　地域の課題解決につながる地域ぐるみによる取り組み
を展開するとともに、地域の自発的で主体的な活動を奨励
するため、自治会の取り組みを支援します。特に、2050
年の脱炭素社会実現を目指して、「脱炭素」に係るメニュー
を拡充し、自治会の取り組みを促進します。

環境政策課、市民協働課

拡
充

　守山市学区まちづくり活動交付金
140万円

　まるごと活性化プ
ランのプロジェクト
のうち、同プランの
目的を継承した学
区主体の取り組み
に対して、新たにプ
ロジェクト数割を創
設し、学区の活動を
支援します。

市民協働課

継
続

　公園整備・改修
10億3,924万円

　公園整備による住みやすさの充実を図ります。
・立入公園
　�芝生広場（複合遊具、せせらぎ水路など）を整備します。
・��環境学習都市宣言記念公園
　駐車場、少年サッカー場など西側エリアを整備します。
・守山町公園
　�テニスコート人工芝を全面リニューアルします。
・鳩の森公園
　東屋を改修し
　ます。

土木管理課

新
規

　地域防災計画の見直し
480万円

　近年発生した大規模災害や令和６年能登半島地震を踏
まえ、地域防災計画を検証し、より一層実効性の高いわ
かりやすい計画へ改定します。

危機管理課

新
規

　個別避難計画の策定業務
21万円

　災害時に自ら避難することが困難な避難行動要支援者
の状況把握と、要支援者の避難経路や避難先をあらかじ
め決定し、避難の実行性を高めるため、個別避難計画を
策定します。

危機管理課

新
規

　災害時の情報伝達手段等の検討
100万円

　すべての市民に迅速かつ確実に、情報伝達をする手段
など（防災行政無線などのあらゆる整備方向性）を検討し
ます。

危機管理課

継
続

　自治会防災施設・整備費などの補助金
650万円

　自治会の防災資機
材、備蓄食料などの
計画的な整備・調達、
防災訓練の経費を支
援します。

危機管理課

柱3
働くなら守山！

新
規

　地域おこし協力隊の導入
920万円

　まちづくりに意欲を持ち、新しい発想を持つ人材を呼び込
み、本市の活性化や課題解決に取り組むため、地域おこし
協力隊を導入します。
・まちづくり推進
　�中心市街地エリアを中心に、まちづくり会社などと連携
し、にぎわい創出、地域経済活性化、関係人口創出な
どに取り組みます。
・モリヤマメロンサポート
　�「モリヤマメロン部会」のもとで、栽培の補助、技術習得し
ながら、地域ブランド力の強化に取り組みます。

農政課、商工観光課

新
規

　空き店舗等活用事業補助金
300万円

　中心市街地の空き店舗などの入居を促進し、にぎわい創
出に併せ、市内に出店する事業者への支援のため、改装費
や賃借料を補助します。
補助率：50％　上限額：100万円

　 商工観光課

新
規

　人材確保支援事業費補助金
400万円

　安定的な雇用の確保を促進し、市内経済の推進を図る
ため、求人サイト掲載費などを補助します。
補助率：50％　上限額：20万円　

商工観光課

拡
充

　つなぐ守山産業振興イベント支援補助金
225万円

　地域経済活性化やにぎわい創出などを図ることを目的
に、環境への配慮または地域や企業などとつながることで
新しい技術や手法の活用を促進するため、事業者団体が
行うイベント開催経費を補助します。
補助率：50％　上限額：15万円�

商工観光課

継
続

　中小企業等デジタル化促進補助金
400万円

　持続可能な地域経済の活性化を図るため、中小企業な
どの新たな事業展開や経営基盤の確立などの事業活動に
係るＩＣＴまたはＩｏＴのデジタル技術活用の費用を補助し
ます。
補助率：50％　上限額：20万円�

商工観光課
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